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 はじめに 1

2011 年東北地方太平洋沖地震の際，千葉県浦安市

では，地盤改良の行っていなかった埋立地のほぼ全

域で大規模な液状化が発生した1)。浦安市の K-NET

記録2)（浦安市役所に設置され，非液状化地盤）によ

ると最大加速度は 1.57m/s2 で，これまでの液状化被

害に比べると，大きくはない。それにもかかわらず，

大規模な液状化が発生した原因は，地震の継続時間

が長かったためと考えられているが，充分に実証さ

れているわけではない。本論では，有効応力に基づ

く地震応答解析により液状化の発生を議論する。 

 解析手法と地盤モデル 2

浦安市のK-NETの観測地点近傍では液状化の証拠

である噴砂等が見つかっていないことから地震の際

には液状化しなかったと考えられている。そこで，

この記録（EW 成分）から工学的基盤への入射波を

求め，これを浦安市の液状化地点に作用させる。地

盤は，文献3)で用いられるものを用いた。力学特性

等も同じ文献によった。解析は DYNEQ4)を用い，

SHAKE と同じ等価線形手法を用いる。図 1 に地盤モ

デルを示す。 

有効応力解析を行うにあたっては，その有効性を

確認する必要がある。浦安市では，京葉ガスが SI セ

ンサーを設置しており，そこで加速度記録が得られ

ている。また，住宅地では高度な地盤調査は行われ

ないことが一般的であるが，浦安市では液状化した

宅地の液状化対応のために，市街地液状化対策検討

委員会が開催されており5)，対策を検討している部分

では詳細な地盤調査が行われているところがある。

両者が近い地点（距離約 700m）が一カ所あり，この

地点を解析対象とする。図 2 に地盤モデルを示す。

解析は YUSAYUSA-26)を用いる。 

地盤の単位体積重量，せん断波速度は文献5)に示さ

れる値を用いる。液状化強度は，道路橋示方書に基

づき 20 回の繰返しに対する液状化強度を求め，文献

7)に基づき，5 回の繰返しに対する液状化強度を求め，

これを K0=0.5 を仮定し 2/3 倍したものを液状化強度

とし，これに合うように過剰間隙水圧発生を制御す

るパラメータp，Buを決める。この際，内部摩擦角

は道路橋示方書の方法で求めた（ただし，最小内部

摩擦角を 30 度に設定）。 

 解析結果と考察 3

図 1 に K-NET サイトの最大応答値を示す。最大せ

ん断ひずみは約 0.2%で非線形性は著しくない。また，

図 3 に一部の層の過剰間隙水圧時刻歴を示す。液状

化の発生時間が地震開始後約 118 秒であり，継続時

間の長さが液状化の発生要因となっていると考えら

れる。ただし，詳細に見ると問題もある。例えば，

液状化したのは GL-6.1～6.7m の層のみであり，この

薄層の液状化が大きな液状化被害の原因となってい

るとは考えにくい。また，計算による最大加速度は

約 1.35m/s2 であるのに対して観測値の最大加速度は

約 2.2m/s2 で大きく違っている。 

この原因として次の様な事を考えた。 

 
図 1 K-NET サイトの逆増幅解析結果 
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1) 内部摩擦角などを求めた実験式が適切でない 

2) 弾性定数は N 値より実験式を用いて求めたが，

近傍の PS 検層を使う方が適切 

3) 計算に用いた入射波が小さすぎる 

このうち，1)に関しては実験値のばらつきの範囲

を想定していくつか計算を行ったが改善は見られな

かった。2)も結果にはほとんど影響しなかった。な

お，全応力解析も行ったが，やはり大きい最大加速

度は再現できなかった。 

K-NET サイトは地表に噴砂等の液状化の発生を示

唆する証拠が見られなかったことから液状化しなか

ったとされている。しかし，柱状図を見ると，必ず

しもそうとはいえない。そこで，地震計が設置され

ている浦安市役所の柱状図を用いて道路橋示方書に

よる液状化解析を行ったところ（最大加速度は

K-NET の値），図 4 に示すように，下部の層では液状

化しているという結果となった。図 1 ではこれを考

慮しなかったので，基盤入射波を小さく評価した可

能性がある。 

 まとめ 4

浦安市の液状化発生時期を検討する為に液状化解

析を行った。解析による液状化発生時刻は地震後約

118 秒で長い継続時間が液状化を発生させたといえ

る。ただし，K-NET サイトの地下では液状化が発生

した可能性があり，工学的基盤への入射波を過小評

価した可能性があり，さらなる検討が必要である。 

 

 

 

図 3 過剰間隙水圧比の時刻歴 

 
図 4 K-NET 浦安の液状化解析結果 
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図 2 液状化サイトの最大応答値 
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